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2.研 究 の ね ら い ・目的

本 研究の 目的は、東南ア ジアに焦点を合わせつつ、地域が地域 と しての特徴を形成 ・維

持 ・変更 してい く過程を、その地域 自体の力学 と周辺地域 の関与 とを相互連関 させ て分析

す る ことに より、マ クロな視点か ら総合的地域研究 の手法確立 に寄与 する ことで ある。

いかなる地域 も、一つ の世界 に組み込まれている部分で あ り、そこには部分 と しての域

外依 存性 とともに、その地域が全体の 中で 周辺 と区別で きる一 つの部分 と して浮か び上が

って くる何 らか の固有性 を有 して いるはず である。 この世界の 中の地域、 システ ムの中の

サブ システムと して の東南 アジアを見 る立場 の確立を、本研究 はめざ して いる。あ る特定

の地 域 とその周辺地域 との連関 を解明するこ とは、その地域の内部 に焦点 を当て る ミクロ

な視 点か らの地域研究を補完す るだ けでない。一層重要な点 として、 それ はその地域が地

域 として存在す る背景、 あ るいは原 因さえ も探 り当て ることである。 この二重の意味で 、

地域連 関の論理 の分析 は、総合的地域研究 には欠かせないアプ ローチの一つである。

東 南アジアは、世界の諸地域の中で、地域連関の研究対象 と して理想的な特徴 を備えて

いる。古来 よ り、 イ ン ド・中国の文明の影響 を拮抗的に受 けつつ、それな りの地 域 として

外部 か ら認識 され、 また東南ア ジアを一つ の場 とする体系 も存在 してきた。近代 には、イ

スラムや ヨーロ ッパの文明 との間で複雑な相互作用を展開 して きた。 第2次 世界大戦後 に

は、米国 、 日本な どか ら様 々な影響 を受 けて きた。この歴史の中に東南 アジア性 を位置づ
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ける。

すなわ ち、東南ア ジアの東南ア ジア的特質は、東南 アジア基層文化の上 に、 さまざまな

外界か らの上皮がかぶ さってい ったので はな く、外界 との接触をつ う じて東南ア ジアな る

ものが形成 されていた、 とい うのが本研究の仮 説である。 この仮説を、近代以降の東 南ア

ジアを主な分析対象 として、上記 の共 同研究体 制によ り検証 してい く。

ところで、東南ア ジアは、た とえ ばヨー ロッパ と比較 して、 まとま りのない地 域、実体

のない地 域、名前だ けの地 域、地域 とよべ ない地域、など蔑視 とも思え る表現で、その地

域性を否定 されて きた。 しか し近年 、東南 アジアの 自律性、東南ア ジアにお ける 自律 的歴

史、世界 システ ムと しての東南アジア、固有な論理を持つ東南 アジアな ど、東南 ア ジア と

いう空 間が持つ まとま り、そ こに住 む人 々が持つ共通 性に注 目す る議論が近年興隆 してい

る。

この ように対角線的 に対立す る東南 アジアの見方に対 し、第3の 視点を提示 しようとす

る問題意識が本研究 の背景にあ る。す なわ ち、地域の特性 を、域外か らの 自律性 ・独 自性

で はな く、周辺 との関わ り合いの中、つ ま り地域連関の論理 の中に見 出そ うとす る。つ ま

り本研究 の 目的 は、東南ア ジアに焦 点を合わせつつ、地域が地域 と しての特徴を形成 ・維

持 ・変更 して い く過程 を、その地域 自体の力学 と周辺地域 の関与 とを相互連関 させて分析

す ることによ り、マクロな視点か ら総合的地域研究の手法確立 に寄与す ることであ る。

3.平 成8年 度 の研究 経過

本研究 を遂行す る共 同研究者 は、地理 的研究対象か ら見 れば東 南ア ジアを 中心に 中国、

日本 、米 国をカバ ー し、方法論か ら見れば社会経済史、現代史、国 際経済学、国際関係 論

をカバ ーする。 全員 で一つ の共 同研究を遂行す るのは これが最初で あるが 、各人が地域連

関の論理 を東南 ア ジアと周辺地域 との関係 か ら分析す るのに不可欠 な業績 を従来 か らあげ

てい る。そ こで共同研 究者の今 までの研究 蓄積 を踏まえ、 「地域連 関の論理 」に関わ って

い く上での共通理解 を形成す ることをめ ざしてきた。その ような共 同作業 を3年 間続 けて

きて、本 年度は最終 年度 となった。前半2か 年度の中間報告は既 に事務局 か ら成果報告書

として刊行 されて い るが、それを踏まえて、最終的な成果 のと りま とめ に入 った。 また、

昨年度にお こな った他の研究班 との共同作業、す なわち機 関誌 『総合 的地域研究 』第11

号の 『地域連関』の論理特集企画 と総括班主催 シンポ ジウム企画な どを踏 まえて、総合的

地域研究の方法全体 を視野 に入れて最終年度の共 同研究を進めた。
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本 研究班内部 の共 同研究 も、昨年度か ら継続 して深めた。濱下 と小笠原 はマイク ロフィ

ル ムやその他の形で1次 史料を大量 に体系 的に収集 し、それに基づ く研究 を推進 した。後

藤 と中北 は 日本各地で 日本の東南ア ジア関与 に関わ った個人 や企業 に対す るイ ンタヴュー

をお こないなが ら、戦前 ・戦後の 日本の果 た した役割の解 明に努めた。 また 中北 と黒柳は

パ ソ コンを活用 した分析を試みた。 山影 は東南 アジア地域体系 の実証研究 をア ジア太平洋

国際関係 の文脈 の中で発展 させた。 こうした分担研究を統合す るため、あ るいは対外的 問

題 提起 の打合せ のため、定例の班研 究会 を随時開催 した。山影 を中心 に行 ってい るデ ータ

ベース作 成に関 して は、昨年度入力 した1965年 か ら93年 までの東南 アジア年表の校閲をお

こな った他、ASEANの 基本 資料の入力を開始 した。

また、本研究項 目(BO2)全 体の最終成果の 出版企 画を総括班か ら依頼 されたため、現

旧公募研究班の代表者や分担者を招いて、計画研究班 との合同打ち合わせ会 を2回 開催 し、

「地域連 関の論理」を め ぐる共 同成果の企画 ・編集作業に着手 した。

4.研 究の 成 果 と7ロ ンテ ィア

〔システムと しての東南 アジア〕

本 共同研究の仮説 は、 「東南 アジアの東南 アジア的特質 は、東南ア ジア基層文化 の上に

外界 か らもた らされ たさまざまな上皮がかぶ さってい ったので はな く、外 界との接触 をつ

う じて東南 アジアな るものが形成されて きた」 とい うものであ る。 この仮 説を様 々な側面

か ら検証 して きた。特 に、周辺地域 として 中国、 日本 、米国 に着 目す る一方、東南 アジア

の側か らの対応やイニ シアチブ も重視 した。

た とえば、東南 アジアへ は中国か ら伝統 的にさまざまな もの(ヒ ト・モノ ・カネ ・情報

・文化)が 浸透 してお り、 中国か ら東南 アジアを包み、さ らにはオ セアニ アにまでいた る

広 い空間に一つ の地域(シ ステム)が 形成 されていた。その 中に、い くつ かの 「サ ブ地域

(サ ブ システム)」 が形 成されて いるという重層的 な構造 にな ってい る。濱下 によれ ば、

金 融に注 目す ると、いわゆる華僑に よる物流 ・金流のネ ッ トワークが 明 らかにな るので あ

り、香港 を中心 と したイ メー ジを今年度明 らかに した。

また、後藤 によれば、 日本の政策 的な東南ア ジア関与は、植民地支配構造の最 も脆弱な

環 、す なわちポル トガル領チモール に対 してまず橋頭塗を築 くとい う戦略か ら始ま り、南

洋群 島(日 本の委任統治領)か ら東 南アジアへ 張 られ るネ ッ トワー クが伸長 して きた。そ

して 日本 の進 出と侵略が異な る国 々に支配 されてきた東南 アジア地域 を同期化(シ ンク ロ
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ナイズ)す る機能を果た した。中北は、戦後国際経済のネ ッ トワークの中で東南 アジアが

成長 し相互依存を深 めた過 程を指摘 しつつ、そ こに果 た した 日本の通商政策の変遷が国内

の産 業政策 ・開発政 策 と密接 に絡んでい ることを明 らか に した。

小笠 原は、米国の東南ア ジア関与を 自らの東南アジア構想が崩壊 してい く1960年 代 後半

を中心に分析 し、ASEANと の関係 に注 目 した。 これは、冷戦構造で分極化 された東 南ア ジァ

とい う地域的構造のイメー ジが過度 に単純であ るとい う昨年度 までの指摘を時間的に遡 っ

てい く作業であ る。

小笠 原は東南ア ジア内部 の動 きについて も貢献 した。す なわ ち、冷戦後のベ トナムがア

ジア太平洋 に関心を移 してい く過程で東南 アジアの地域的構造のイメ ージ変化を明 らかに

した。黒柳は、受け身の東南 アジア諸国 とい うイメージに挑戦 して、ASE訓内部のネ ッ トワ

ー クの機能を明 らかに しつ つある。 山影は、東南ア ジア諸国がASEANに 結集 してい った経験

が、今 日のア ジア太 平洋地域 関係 の制度化に大きな影響を及ぽ してい ることを指摘 し、域

外か らの東南ア ジアへの働 きか けだけではな く、東南 アジアか ら域外への働きかけが 一層

大 きな地域的枠組みを作 りだ しつつ あると論 じた。

〔東 南ア ジアの 「サブ システム化」仮説〕

東南 ア ジアの システム化 を周辺地域の関与か ら捉え ようと してきた本研究 であるが 、「地

域連 関」を独立 した 自律的 な地域 と地域 との連 関で はな く、 「広域地域 システムの 中のサ

ブ システム間関係」 として見直す ことを研究 フロ ンテ ィア として提起 したい。つ まり、周

辺地域 との連 関の中で東南 アジアが地域 としてまとまるとい う視 点で はな く、東南ア ジア

は広域 の システムの中のサ ブシステムにな りつつ あるとい う視 点で ある。

東南 ア ジア諸国の指導者が東南 アジアのまとま りを指向 しているのは、国家の相対化を

目指 して いるのではな く、各々の国家建設 ・国民統合に資す ると判 断 して いるか らで ある。

つま り、相変 わ らず 「国民統合のための地域統合」過程が進行 しているのであ り、東南 ア

ジアは 「遅れてきた国民国家の時代」にい るのか も知れない。 しか し、国境 の相対化 は指

導者 の意 図 と関わ りな く進行 して いる。各 国の自由化政策 は、経済主体 の越境活動を盛ん

に し、その範 囲は東南 アジア域内 に止ま らない。各国の 「周辺 ・辺境」 どう しの協力(例

えば東ASEAN成 長地帯)は 、首都の意向か らの相対的な 自律化を促 して いる。

上のよ うな現象 を制度的 に支えてきたのが、ASEANで ある。ASEANが 発足 した当時は、東

南ア ジアは反 共 ・中立非 同盟 ・・共産の3国 家群 に分かれて いた。それが、ASEAN地 域 ・イ ン
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国 際 体 系
日 本

中 国 米 国
大 国 関係

東 南 ア ジ ァ 層

華 僑 軽 済 網

イ ス ラ ー ム 圏

図1東 南ア ジアを中心とす る地域連関(模 式図)

地 域 体 系 と して の 東 南 ア ジ ァ

人 間 集 団 ・組 織 に み る 相 互 関 係 の 様 式

一国 際 関 係 の 論 理

経 済 の 論 理 政1萱 の 論 理
越 境 経 済 め 論 理 一

場 と して の 東 南 ア ジ ァ

図2東 南アジア地域体系の認識枠組み(模 式図)
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ASEANの サ ブ シ ス テ ム 化

ARF-PMC

l会ll牒繍 ゴ

APEC

響 洋経済協力会議)

ASEAN

の

東 南 ア ジ ア イヒ

図3東 南ア ジアのサ プシステム化(模 式図)

ドシナとい う対 峙の時期 を経て、ASEANの 東南 アジア化が逆 らえ ない流れ とな った。合理的

な損得計 算か らは多様化す るASEANテ ンが95年 以前のASEANシ ックスよ りも望 ましい とは言

えない。 しか し勘定 よ りも感情が勝 っている。

ASEANが 東南 アジア化す ることは東南 アジアの 自律 化を意味 しな い。相変 わ らず 、東 南

ア ジアの平和 と繁栄 は域外環境 に依存 している。ASE川 は、近年、「地域連関」よ りは 「サ

ブ シス テム化 」を指向 してい る。つ まり、自分 自身を部分 とす るような広域体系 を形成す

る ことによ って、平和 と繁栄を よ り確かな ものに しようと して いる。平和追求の側面が、A

SEAN地 域 フ ォー ラム(ARF)・ASEAN拡 大外相会議(PHC)で あ り、繁栄追求 の側 面がア ジ

ア太 平洋経済協力 会議(APEC)で ある。

ここで、注意すべき点は、 「サ ブシステム化 」とい うのは、既存の システ ムの中で東南

ア ジアが 自律性 を高めてサブシステムにな った という意 味ではない点であ る。逆 に、東南
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ア ジア とい うシステムが主体 的に広域の システムを創造 しようと した結 果、 自らをサ ブシ

ステム化 しつつ ある という ことが新 しい仮 説である。

5.今 後 の課 題

重点領域研究 と して は、本共同研究は一応終 了す るが、以下の3点 につ いて本研究 テー

マを さ らに発展 させて い く必要があ る。

第一 に、周辺地域(特 に中国、 日本 、アメ リカ)と 時代(戦 前、戦後、現代 ・近未来)

とを交差 させ、地域連関の論理を明 らかに しよ うと してきたが、周辺地域 の関与が東 南ア

ジアの地域性 の形成 に大 きな役割を果た したことは明 らか にできた。また、周辺地域 の動

きと呼応 する東南 ア ジア自体の動 きが重要 であること も明 らかにできた。今後 は、東 南ア

ジア 「地域」や周辺 「地 域」の地 域性を相対化す る視点か ら、新たな 「地域連 関の論理」

の発見 に挑戦 して い く必要 がある。

第二 に、データベ ース作成作業を さらに発展 させ る必要があ る。データの作成 に関 して

は大 きな問題 はなか ったが、パ イ ロ ット ・スタデ ィの結果、検索や リレー ショナル ・デー

タベ ース化 に困難な 問題が あることが明 らか にな った。構 築 したデータベ ースの なるべ く

早 い公開 と、優れた ソフ トウェアの作成 とを今後 も進めて い く必要があ る。 この点に関 し

て、 山影が研究代表者を務めている別 の科学研究費プ ロジェク トにおいて作業の継続を考

慮す る可能性が ある。

第三に、本計画研究 と公募研究 との有機的結合を踏まえた成果づ くりである。すなわち、

以下の よ うな各研究の特徴を統 合す るプロジェク トの実施 である。

○東南 ア ジア地域体系の形成 と周辺地域の関与(計 画研究)

時 間的にも空 間的 にも、全体 構造を把握す ることを 目的 とした。そのため、19世 紀か ら

現代 にいたる、米国、 中国、 日本 な ど(と 言 って も、国家 とい う意 味では必ず しもな く、

そのよ うな周辺地域 にお ける人 々の活動 の総体を意味 して いる)が 東南ア ジア とどう関わ

って きたのか、 そ して東南 アジアで どのよ うな動きがあ ったのか、を明 らかに しようと し

た。

0東 南 ア ジアと冷戦(公 募研究)

第2次 世界大戦後 の世界 を半世紀にわた って支配 してきた冷戦構造 の中の東南 ア ジアに

焦点 を当てて、大国 の思惑 の中における東南 アジア、大国の戦略に対応(対 抗 ・呼応)す

る東南 ア ジアの人 々を描い た。・
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○南方関与の論理(公 募研究)

開国か ら第2次 大戦前夜 にか けて の 日本 と東 南ア ジア との関わ り合 いに焦 点を当てて、

日本 人の世界観 、 日本 人の関与 が東南 アジアにとって どのよ うな意味 を持 って いたの かを

明 らかに した。隠されたテーマは、現在われわれ 日本人が東南 ア ジアを東南 ア ジアと して

見て いる必然性 を どのよ うに 自問すべ きか、であ る。

○国民国家機能の形成 ・拡大 ・変容 にみ られ る地域連関の論理(公 募研究)

植 民地化 ・非植 民地化 ・国民統合 ・国家建設 とい う近代 世界 の流れ の中に置かれた東南

アジアに焦点を当てて、西 欧的理念 と言われている(そ の意味で、外来思想 と了解 されて

いる)国 民国家 とい う装置 が東南 アジア各国に とって どのよ うな位置を 占めて いるのかを

明 らかに した。

以 上の4研 究の統合は、差 し当た り 「地域連関の論理 」をテーマに した単行本の企画 ・

編集 の中で図 られるが、テーマ を組み換えて、新 しい課題 による共同研究を発足 させ るこ

と も一案 であろ う。

6.研 究 業 績(平 成8年 度 登 衰 分)

山 影 進

「東 南 ア ジア ー 冷 戦 構 造 の周 辺 か ら地 域 主 義 の 中核 へ 」 『講 座 世界 史ll岐 路 に立 つ 現 代世 界 』

東 京 大学 出版 会,pp.295-315,1996.

「新 た な 戦 略構 築 目指 すASEANの 現 在 」r世 界 週 報 』6月11日 号:6-9,1996.

濱 下箕 憲

r香 港 一 ア ジアの ネ ッ トワー ク都 市 』筑 摩 書 房,1996.

中 北 徽

r国 際 経 済学 入 門 一21世 紀 の貿 易 と 日本 経 済 を 読む 』筑 摩書 房,1996.

後 藤 乾 一

"Caught in the Middle: 

   Asian Studies, 27(1)

Japanese Attitudes toward Indonesian 

: 55-77, 1996.

Independence in 1945", Journal of Southeast

「近 代 日本 の南 進 一台 湾 ・南 洋 諸 島 ・東 南 ア ジア の比 較 考察 」r史 潮 』39号:18-30,1996.
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